
 

遠野市監査委員告示第４号 

令 和 元 年 ７ 月 3 1 日 

 

 地方自治法第199条第７項の規定に基づき、平成30年度に財政援助を与えた団体に対す

る監査を実施したので、同条第９項の規定により、その結果を別紙のとおり公表しま

す。 

 

遠野市監査委員  佐 藤 サヨ子       

遠野市監査委員  佐々木 資 光       
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令和元年度財政援助団体監査結果報告書（平成30年度財政援助分） 

 

１ 監査の期日及び対象 

 地方自治法第199条第７項の規定に基づき、平成30年度に財政援助を行った団体のう

ち次の団体に係る事務の執行について、書類監査は令和元年７月３日の１日間、担当

各課及び各団体からの聞き取りによる監査は下表の日程で２日間、延べ３日間実施し

た。 

期 日 団 体 名 補助金等の名称 交付金額 市担当課名 

７月３日

(水) 

一般社団法人遠野

市畜産振興公社 

生産活動拠点機能高度化推進事

業補助金 
10,000,000円 畜産園芸課 

７月10日

(水) 

遠野市観光推進協

議会 
遠野市観光推進協議会負担金 20,391,000円 観光交流課 

 

２ 監査の内容 

補助金等に係る交付決定の事務及び支出事務の執行状況 

３ 監査の手順 

(1）平成30年度において市がおおむね1,000万円以上の補助金、交付金等により財政的援

助を行っている団体を抽出し監査対象とした。 

(2) 事前に監査対象項目に係る諸帳簿等の提出を求め、その内容について照合確認する

とともに関係職員等から説明を聴取して実施した。 

(3) 法令に違反していないか、規則や要綱等に基づいて処理されているか、金員の使途

は交付の趣旨に合致しているか等について監査した。 

 

４ 監査の結果 

 当該補助金等に係る事業の公益性や補助事業者の適格性などを監査したところ、上

記２団体とも必要と認められる事業・団体等に支出がなされており、交付目的や補助

金等の対象事業の内容等も明確になっており、関係法令、要綱等への適合性、算定方

法や交付時期の妥当性及び実績報告、完了確認、額の確定といった事務については、

概ね適正に処理されていた。 

なお、一部の書類に字句の記載誤りがあったことから、その改善等について口頭指

導した。 

また、補助金等の使途がより明確にとらえられるよう、補助対象事業と補助対象外

事業を一体的に実施している場合における経費の区分管理について、口頭指導した。 

 監査対象とした財政援助団体ごとの監査の結果については、次のとおりである。 
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(1) 一般社団法人遠野市畜産振興公社 

補助金の名称  生産活動拠点機能高度化推進事業補助金 

交 付 額 10,000,000円 

目 的 

 放牧部が行う収益事業の生産性及び収益性の強化・向上を図るこ

とを目的に、繁殖用の優良血統又は妊娠中の雌牛の購入及び当該購

入牛とその子牛の飼養に係る経費について、補助金を交付する。 

特 記 事 項 

〔指摘事項〕 

特になし 

〔意見・要望〕 

遠野の畜産業の生産性・収益性の向上を目的に、現場感覚を第一

義として畜産品質追求努力が続けられている本事業は、平成28年度

から３カ年の継続事業である。当該年度内又は翌年度に子牛を売却

して収益確保ができるよう、素牛の導入及びその飼養に要する経費

について補助金が交付されていた。 

最終実績としては雌牛18頭を導入し、平成30年度の子牛売却実績

としては８頭で5,655千円が計上されていた。 

補助目的である「収益事業の強化による経営の安定化」に一定の

成果が認められる施策であると思われる。 

今後は、預託牛の放牧料に係る単価見直しの妥当性等について市

民の十分な理解が得られて、更に公社の経営の安定化が図られるこ

とを希望する。 
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(2) 遠野市観光推進協議会 

補助金の名称 遠野市観光推進協議会負担金 

交 付 額 20,391,000円 

目 的 

 官民一体となって本市の新たな観光推進体制構築と地域経済が

潤う仕組みづくりの実現を目指した遠野市観光推進協議会が行う

取組について、負担金を交付する。 

特 記 事 項 

〔指摘事項〕 

特になし 

〔意見・要望〕 

 社会情勢や時流の変化を的確にとらえ、多様化するニーズに対

応した観光振興・地域振興策推進の中心的役割を担う組織として

遠野市観光推進協議会が平成29年12月に発足した。 

平成30年度は、協議会として「道の駅遠野風の丘創業20周年感

謝祭事業」を実施し一定の成果を上げていたが、今後の販促計画

等の立案及び予算執行については、有効性と経済性のバランスを

調整する視点を加え、複数の企画案を比較検討して最小の経費で

最大の効果を挙げるよう努められたい。 

本市の新たな観光推進体制確立の動きは、当初の模索段階にお

ける情報が整理され、より具体的成果を追及する段階に入ったと

思われることから、協議会としての今後の活動展開に期待した

い。 
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